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    雇用調整助成金等の申請手続き支援について 

 

 

 

１ 事業概要 

  新型コロナウイルス感染症の影響を受け，事業活動の縮小を余儀なくされた県内

の中小企業及び個人事業主の方（以下，「中小企業等」という。）を対象に，国の雇

用調整助成金及び緊急雇用安定助成金（以下，「雇用調整助成金等」という。）の申

請手続きに必要な費用を支援する。 

なお，この支援は，県内全市町と連携し，全県共通の支援として実施する。 

 

 

 

 

 

２ 支援内容 

雇用調整助成金等の申請を行うにあたり必要となる書類の作成や代行申請等を 

社会保険労務士に依頼した場合に，支払った費用を補助（上限額あり）する。 

（１）県内町における支援内容 

   県内９町に所在する中小企業等については，県が直接補助し，各町は制度の周

知や補助金申請書の配布等に協力する。 

【県補助金の主な内容】 

○補助金名： 広島県雇用調整助成金等活用促進事業補助金 

○対 象 者： 府中町，海田町，熊野町，坂町，安芸太田町，北広島町，大崎 

上島町，世羅町，神石高原町に主たる事業所がある中小企業等 

○対象経費： 雇用調整助成金等（※）の支給申請にあたって，必要書類の 

作成や代行申請等を社会保険労務士に依頼した場合に，支払った 

費用（消費税及び地方消費税を除く） 

※休業等の初日が令和２年１月 24 日以降となる休業手当に係る 

ものに限る 

○補助率等： 補助率 10／10，上限額１件あたり 10 万円 

○要  件： ・雇用調整助成金等について広島労働局長の支給決定を受けて 

いること。 

・本事業による補助金の交付を受けていないこと。（１者１回 

限り） 

・暴力団又は暴力団員等に関する事項に該当がないこと。                                    

○受付期間： 令和２年６月９日（火）～令和３年２月２８日（日） 

 ※申請書様式等は，県ホームページや県庁・各町役場等で配布 

資料番号 ２ 

令和２年６月 12 日 

商 工 労 働 局 

※雇用調整助成金とは 

経済上の理由により，事業活動の縮小を余儀なくされた事業主が，従業員の雇用の維持を 
図るための休業手当に要した費用を助成する国の制度。従業員が雇用保険被保険者でない場合 
は，緊急雇用安定助成金の支給対象となる。現在，新型コロナウイルス感染症に伴う特例措置
により，支給対象や助成率等，多くの拡充措置が図られている。 
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（２）各市における支援内容 

県内 14 市に所在する中小企業等については，各市が補助し，県は各市に対し 

その財源を補助するとともに，事務費についても一定額を補助する。 

【各市補助金の主な内容】 

(令和２年６月９日現在) 

市 名 支  援  概  要 申請受付 

広 島 市 
・補助率 10/10，上限 10 万円 

・小学校休業等対応助成金/支援金にも対応 
申請受付中 

呉 市 

・補助率 10/10，上限 10 万円 

・行政書士への報酬に対する補助制度もあり

（補助率1/2，上限2.5万円） 

申請受付中 

竹 原 市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 
6/15～ 

申請受付予定 

三 原 市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 申請受付中 

尾 道 市 

・補助率 10/10，上限 10 万円 

・行政書士への報酬に対する補助制度もあり

（補助率1/2，上限2.5万円） 

7 月上旬 

申請受付予定 

福 山 市 
・補助率 10/10，上限 10 万円 

・本補助金申請手続費用にも対応 
申請受付中 

府 中 市 

・補助率 10/10，上限 10 万円 

・休業手当と雇用調整助成金支給額との差額

に対する補助制度もあり 

7 月上旬 

申請受付予定 

三 次 市 
・10 万円までは補助率 10/10，10 万円を超え

る部分の補助については調整中 

6/24～ 

申請受付予定 

庄 原 市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 
6/10～ 

申請受付予定 

大 竹 市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 
６月中旬 

申請受付予定 

東広島市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 申請受付中 

廿日市市 ・補助率 10/10，上限 20 万円 申請受付中 

安芸高田市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 申請受付中 

江田島市 ・補助率 10/10，上限 10 万円 
６月中旬 

申請受付予定 

（３）その他 

   支援制度の周知・利用促進に向けて，雇用調整助成金等の申請窓口となる広島

労働局や県社会保険労務士会とも連携して実施する。 


